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①
地
域
間
の
給
与
分
配
の
見
直
し

　

人
事
院
は
２
０
１
３
年
８
月
の
報
告
で
、「
給
与
制
度
の
総
合
的
見
直
し
」
の
検
討
を
報
告
し
ま
し
た
。
報
告
で
は
、「
国
家
公
務
員
の
給
与
減
額
支
給

措
置
終
了
後
、
実
施
す
る
こ
と
が
で
き
る
よ
う
、
所
要
の
準
備
を
す
す
め
る
」
と
し
て
、
２
０
１
４
年
夏
の
人
事
院
勧
告
と
同
時
に
勧
告
し
２
０
１
５

年
４
月
に
実
施
す
る
こ
と
が
予
想
さ
れ
ま
す
。
私
た
ち
は
、
こ
れ
以
上
の
賃
金
水
準
の
引
き
下
げ
、
地
域
間
の
格
差
の
拡
大
を
許
さ
ず
、
反
対
の
た
た

か
い
を
強
化
し
て
い
か
な
け
れ
ば
な
り
ま
せ
ん
。
本
号
で
は
「
給
与
制
度
の
総
合
的
見
直
し
」
に
つ
い
て
詳
し
く
解
説
し
ま
す
。
職
場
・
単
組
で
の
学

習
会
に
活
用
し
て
く
だ
さ
い
。

で
は
「
地
域
の
公
務
員
給
与

に
つ
い
て
は
、
東
京
で
は
民

間
賃
金
が
高
い
が
、
民
間
賃

金
の
低
い
地
域
を
中
心
に
依

然
と
し
て
公
務
員
給
与
が
高

い
の
で
は
な
い
か
」
と
指
摘

し
、
こ
れ
ま
で
地
域
的
に
つ

な
が
り
の
あ
る
ブ
ロ
ッ
ク
を

単
位
に
、
ラ
ス
パ
イ
レ
ス
比

較
を
行
っ
て
い
た
も
の
を
、

そ
の
方
法
で
は
民
間
賃
金
の

高
い
政
令
市
が
含
ま
れ
る
た

め
、
賃
金
構
造
基
本
統
計
調

査
（
厚
労
省
）
に
よ
る
都
道

府
県
別
所
定
内
賃
金
の
平
均

額
が
低
い
方
か
ら
、
４
分
の

１
と
な
る
12
県
を
抜
き
出
し

た
上
で
「
２
ポ
イ
ン
ト
台
半

ば
」
と
の
官
民
較
差
を
「
恣

意
的
」
に
捻
出
し
、
俸
給
表

の
さ
ら
な
る
引
き
下
げ
を
想

定
し
て
い
る
。

　

ま
た
、
現
在
で
も
、
地
域

手
当
や
広
域
異
動
手
当
、
本

府
省
業
務
調
整
手
当
に
よ
り

２
割
近
く
の
差
が
存
在
し
て

お
り
、
こ
れ
以
上
の
較
差
の

は
そ
の
差
は
「
収
れ
ん
」

し
、「
所
期
の
目
的
を
達
成
し

た
」
と
結
論
づ
け
て
い
た
。

　

し
か
し
、
２
０
１
３
報
告

拡
大
は
、
職
務
給
の
原
則
、

同
一
価
値
労
働
・
同
一
賃
金

の
原
則
か
ら
、
認
め
ら
れ
る

も
の
で
は
な
い
。
さ
ら
に
、

国
家
公
務
員
に
お
い
て
は
平

均
給
与
を
引
き
下
げ
た
原
資

を
、
地
域
手
当
と
し
て
職
員

間
で
配
分
す
る
こ
と
に
な
る

が
、
地
方
公
務
員
に
お
い
て

は
、
そ
の
多
く
で
地
域
手
当

が
措
置
さ
れ
て
お
ら
ず
、
賃

金
水
準
そ
の
も
の
の
引
き
下

げ
に
直
結
す
る
課
題
と
な

る
。
こ
の
こ
と
か
ら
自
民
党

「
Ｊ
―
フ
ァ
イ
ル
２
０
１

３
」
に
掲
げ
ら
れ
た
総
人
件

費
抑
制
の
タ
ー
ゲ
ッ
ト
は
地

方
公
務
員
給
与
に
あ
る
と
い

え
る
。

上
、
55
歳
台
後
半
層
の
役
職

構
成
が
異
な
る
た
め
給
与
差

が
あ
る
の
は
当
然
で
あ
り
、

差
を
埋
め
る
必
要
性
が
あ
る

か
疑
問
で
あ
る
。
ま
た
、
そ

れ
を
無
理
矢
理
解
消
す
る
こ

と
は
官
民
の
同
等
役
職
に
お

け
る
給
与
の
不
均
衡
を
も
た

ら
し
ラ
ス
パ
イ
レ
ス
比
較
の

根
幹
を
揺
る
が
す
こ
と
に
も

つ
な
が
る
。

　

給
与
カ
ー
ブ
の
さ
ら
な
る

フ
ラ
ッ
ト
化
は
、
民
間
が
公

務
を
上
回
る
50
歳
前
後
の
年

齢
階
層
賃
金
の
差
を
広
げ
、

新
た
な
ゆ
が
み
を
生
じ
さ
せ

る
こ
と
に
な
る
。
と
く
に
、

給
与
構
造
改
革
に
お
け
る
級

別
・
号
俸
別
引
き
下
げ
が
踏

襲
さ
れ
る
と
す
れ
ば
、
高
位

号
俸
・
高
齢
層
で
は
４
～
５

％
程
度
50
歳
後
半
層
の
６
級

以
上
、
１
・
５
％
カ
ッ
ト
も
制

度
に
組
み
込
め
ば
そ
れ
以
上

の
引
き
下
げ
も
予
想
さ
れ
る
。

　

給
与
構
造
改
革
に
お
け
る

現
給
保
障
の
廃
止
後
に
残
る

50
歳
台
後
半
層
の
給
与
差
が

問
題
視
さ
れ
て
い
る
も
の
だ

が
、
給
与
構
造
改
革
の
結
果
、

直
近
で
50
歳
前
後
の
年
齢
階

層
で
は
民
間
が
公
務
を
上
回

っ
て
い
る
。
理
由
と
し
て
は

公
務
の
初
任
給
が
低
い
こ
と

と
、
年
次
主
義
の
人
事
管
理

の
も
と
で
平
均
年
齢
が
上
昇

し
つ
つ
あ
る
こ
と
か
ら
昇
進

が
遅
れ
、
50
歳
前
後
で
は
管

理
職
に
な
れ
ず
、
50
歳
台
後

半
で
単
身
赴
任
で
地
方
機
関

の
管
理
職
に
な
る
こ
と
が
多

い
こ
と
か
ら
で
あ
る
。

　

民
間
企
業
で
は
55
歳
定
年

か
ら
60
歳
定
年
へ
の
移
行
時

に
と
ら
れ
た
役
職
定
年
制
に

よ
り
、
50
歳
台
前
半
を
ピ
ー

ク
に
後
半
で
は
給
与
が
下
が

っ
て
い
る
が
、
定
年
制
の
無

い
状
態
か
ら
60
歳
定
年
と
な

っ
た
公
務
と
で
は
人
事
管
理

き
い
北
海
道
・
東
北
ブ
ロ
ッ

ク
と
全
国
の
較
差
で
あ
る

４
・
８
％
の
引
き
下
げ
を
行

っ
た
。
２
０
１
２
報
告
時
に

　

人
事
院
は
地
域
間
給
与
の

見
直
し
を
２
０
０
６
給
与
構

造
改
革
の
柱
の
一
つ
と
し
て

取
り
組
み
、
較
差
の
最
も
大

②
世
代
間
の
給
与
配
分
の
見
直
し

①�『恣意的』に新たな

　較差を生み出している

②�本府省と地域手当が支給

されない地域では２割を

越える水　　準差

③国は『配分』、地方は『水準』

④2012報告では『収れん』

①�『恣意的』に新たな

　較差を生み出している

②�本府省と地域手当が支給

されない出先機関では２

割を超える水準差

③国は『配分』、地方は『水準』

④2012報告で較差は『収れん』

①�官と民では人事管理

が違う

②�引き下げにより若い

世代への影響も

③�生涯賃金ベースは大

幅引き下げ

①�官と民では人事管理

が違う

②�引き下げにより若い

世代への影響も

③�生涯賃金ベースは大

幅引き下げ

ＳＴＯＰ！

― 

タ
ー
ゲ
ッ
ト
は
地
方
公
務
員
給
与 

―

「
給
与
制
度
の
総
合
的
見
直
し
」

問題点②

問題点①

「給与制度の総合的見直し」検討項目

最大の問題はこの２つ！

①地域間の給与配分の見直し

②世代間の給与配分の見直し

③諸手当の見直し

④昇給効果の見直し

⑤�技能・労務関係職種の給与の見直し

⑥組織形態の変化への対応

◇目標

◇取り組み期限

組合員×５筆

２月14日（金）まで

『給与制度の見直し』反対 署名実施中！

第１次集約

怒りの声を
署名にこめよう！

29万筆全道

達成しよう！

特
集

Ｓ
Ｔ
Ｏ
Ｐ
！
給
与
制
度
の

総
合
的
見
直
し

※集約した署名は３月５～７日のブロック別中央行動・交渉に持ち込みます！

全日本自治団体労働組合
北海道本部

〒060-0806　札幌市北区
北６西７北海道自治労会館
電　話　011-747-3211
ＦＡＸ　011-700-2053
編集・発行　渡部　裕幸

視覚障害その他の理由で活字のままでこの本を利用出来ない人のために、営利を目的とする場合を除き「録音図書」「点字図書」「拡大写本」等の製作をすることを認めます。その際は著作権者、または、出版社まで御連絡ください。
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地域手当異動保障（約１％）

新俸給表水準

＜12県の賃金水準＞ ＜東京都の賃金水準＞

△２％半ば

地
域
手
当

18％＋α地域間給与配分
前の俸給水準

「公務員給与は地場企業
に比べて高いという批判」

２％台半ば

民　間（下位12県）

民　間 民　間

公務員

公務員 公務員

◎賃金構造統計基本調査による賃金水準の
　低い方から12県は何所か

◎地域間給与配分の見直しについて

◎俸給表の水準の引き下げを行い、
　民賃の高い地域へ地域手当として配分

◎成績良好者の昇給幅の見直しも検討

　賃金水準の低い方から12県は、東北・山陰・九州などに集中してい

ます。こうした手法を使えば際限なく較差を編み出すことは可能とな

り、一番低い県に水準を合わせることも可能となります。これで果た

して、職務給の原則や均衡の原則が確保できるのでしょうか。

　人事院は賃金構造統計基本調査をもとに賃金水準の低い方から12県

選りだして、民間給与と国家公務員給与を比較すると、異動保障を考

慮して２％半ばの較差が発生したとしています。

　この較差について、人事院は2006年給与構造改革の手法を踏襲して、

俸給表水準の引き下げを実施し、その原資を民間賃金の高い地域に勤

務する職員へ、地域手当として配分しようとしています。

　こうした操作を行うことにより、公務員給与水準を最低ランクの県

水準まで引き下げることが可能となります。

　国家公務員は、現在でも地域手当や本府省業務調整手当を含めると

20％を超える給与差が存在しています。全国異動を予定している民間

企業でははたしてここまで給与差が生じているのでしょうか。

　国家公務員は職員の間における配分の問題ですが、地方公務員にと

っては、単に給与水準の引き下げに直結するものです。

　人事院は成績良好者の昇給幅の検討を勧めています。国家公務員に

おいては、成績良好者が上位区分の昇給を受けることが多く、成績良

好者ほど給料表の最高号俸に早く到達し、人事評価結果の昇給への活

用は機能停止となります。こうした課題は本来であれば号俸の増設を

検討すべきですが、人事院は成績良好者の昇給幅の抑制を検討してい

ます。

東北地方（４県）－青森、岩手、秋田、山形

中国地方（２県）－鳥取、島根

四国地方（１県）－高知

九州・沖縄地方（５県）－佐賀、長崎、鹿児島、宮崎、沖縄
※�実際に俸給表を引き下げるとすれば、「２％台半ば」を引き下げ

て民賃の高い地域へ配分

　給与関係経費を算定する際に2011年以前は人

事院報告、2011年以降は各都道府県人事委員会

報告が使用されているため、給与水準が引き下

がれば給与関係経費は圧縮され、それに伴い地

方交付税も圧縮されることになります。

　昨年の国公臨時特例削減の地方波及の際に

は、給与関係経費の算定にあたって人事委員会

報告ではなく、臨時特例削減を受けた状態での

国公給与をもとに算定されたことから、給与関

係経費は約8,504億円圧縮されました。

　2006年給与構造改革では平均4.8％の給与水

準の引き下げで地方交付税が約6,000億円圧縮

された経過もあり、引き続き地方交付税の削減

と地方公務員の給与を引き下げたい政府・自民

党の思惑によって「給与制度の総合的見直し」

が進められようとしています。

＜「給与制度の総合的見直し」の問題点＞

〔地方財政計画〕
2006給与構造改革時は
� 約6,000億円!!
2006給与構造改革時は
� 約6,000億円!!

【給与水準が下がると】

（※国が予測した、日本の全地方自治体に係る経費の総額）

給与水準引き下げ分

公務員給与

社会保障費
公共事業費など

歳出に見合った

分の歳入

＝財源不足

　補てん

減 地方交付税等圧縮

地方交付税

地方税
補助金
地方債など

歳　出 歳　入

歳　入歳　出

＜地方交付税への影響は？＞

20 20


